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教 育 委 員 会 規 則

給与等事務システムを使用して教育職員の特殊勤務手当関係手続等を行う場合の特例に関する規則をここに公布する。

平成25年８月30日

島根県教育委員会委員長 山 本 弘 正

島根県教育委員会規則第９号

給与等事務システムを使用して教育職員の特殊勤務手当関係手続等を行う場合の特例に関する規則

（趣旨）

この規則は、給与等事務システムを使用して教育職員の特殊勤務手当関係手続等を行う場合の特例に関し必要な第１条

事項を定めるものとする。

（定義）

この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。第２条

⑴ 給与等事務システム 給与等事務システムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則（平成24年島

根県人事委員会規則第20号）第２条第１号に規定する給与等事務システムをいう。

⑵ 特殊勤務手当関係手続等 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する規則（平成元年

島根県教育委員会規則第１号）第11条の規定による特殊勤務記録簿の作成及び保管並びに特殊勤務記録簿への必要な

事項の記入をいう。

⑶ 教育職員 県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和29年島根県条例第６号）第２条に規定する教育職員をい

う。

（特殊勤務手当関係手続等の特例）

校長は、給与等事務システムを使用して特殊勤務手当関係手続等を行うことができる。第３条

２ 給与等事務システムを使用して行われた特殊勤務手当関係手続等については、当該特殊勤務手当関係手続等を書面等

により行うものとした規定に規定する書面等により行われたものとみなす。

（雑則）

この規則に定めるもののほか、給与等事務システムを使用して特殊勤務手当関係手続等を行う場合の特例に関し第４条

必要な事項は、教育委員会が別に定める。

附 則

この規則は、平成25年９月１日から施行する。

島根県教育委員会の権限の一部を総務事務センター長に委任する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年８月30日

島根県教育委員会委員長 山 本 弘 正

島根県教育委員会規則第10号

島根県教育委員会の権限の一部を総務事務センター長に委任する規則の一部を改正する規則

島根県教育委員会の権限の一部を総務事務センター長に委任する規則（平成24年島根県教育委員会規則第９号）の一部

を次のように改正する。

第１条各号列記以外の部分を次のように改める。

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の７の規定に基づき、教育委員会の権限に属する事務のうち、市町村立

学校の教職員の給与等に関する条例（昭和29年島根県条例第７号）第２条に規定する教職員以外の職員に係る次に掲げ

るものを知事の事務部局総務部総務事務センター長（以下「総務事務センター長」という。）に委任する。
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第１条第１号中「条例第９条第１項」を「職員の給与に関する条例（昭和26年島根県条例第１号。以下「職員条例」と

いう。）第９条第１項又は県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和29年島根県条例第６号。以下「県立学校条例」

という。）第19条第１項」に改め、同条第２号中「「規則」を「「職員規則」に改め、「第９条第１項」の次に「又は県

立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和32年島根県人事委員会規則第11号。以下「県立学校規則」という。）第34条

の３第１項」を加え、同条第３号中「規則第９条第２項」を「職員規則第９条第２項又は県立学校規則第34条の３第２

項」に改め、同条第４号中「規則第９条第３項」を「職員規則第９条第３項又は県立学校規則第34条の３第３項」に改

め、同条第５号中「規則」を「職員規則」に、「条例第８条第２項」を「職員条例第８条第２項又は県立学校規則第35条

の規定による県立学校条例第18条第２項」に改め、同条第６号中「規則第11条の８第１項」を「職員規則第11条の８第１

項又は県立学校規則第35条の８第１項」に改め、同条第７号中「規則」を「職員規則」に改め、「第11条の10」の次に

「又は県立学校規則第35条の９及び第35条の10」を加え、同条第８号中「規則」を「職員規則」に、「条例」を「職員条

例」に改め、「要件」の次に「又は県立学校規則第35条の12の規定による県立学校条例第19条の２第１項の教育職員たる

要件」を加え、同条第９号中「規則第12条の３」を「職員規則第12条の３又は県立学校規則第36条の３」に改め、同条第

10号中「規則」を「職員規則」に改め、「第12条の５」の次に「又は県立学校規則第36条の４及び第36条の５」を加え、

同条第11号中「規則」を「職員規則」に、「条例」を「職員条例」に改め、「要件」の次に「又は県立学校規則第36条の

14の規定による県立学校条例第20条第１項の教育職員たる要件」を加え、同条第12号中「規則第12条の15の８」を「職員

規則第12条の15の８第１項又は県立学校規則第36条の15の８第１項」に改め、同条第13号中「規則第12条の15の９」を

「職員規則第12条の15の９又は県立学校規則第36条の15の９」に改め、同条第14号中「規則」を「職員規則」に、「条

例」を「職員条例」に、「又は」を「若しくは」に改め、「要件」の次に「又は県立学校規則第36条の15の11第１項の規

定による県立学校条例第20条の２第１項若しくは第３項の教育職員たる要件」を加え、同条第15号中「規則第12条の15の

11第２項」を「職員規則第12条の15の11第２項又は県立学校規則第36条の15の11第２項」に改め、同条第16号中「労務職

員の給与に関する規則」の次に「（昭和32年島根県教育委員会規則第12号）」を、「技能労務職員の給与に関する規則」

の次に「（昭和32年島根県規則第55号）」を加える。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成25年９月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に教育委員会がした認定その他の行為又は教育委員会に対してした届出その他の行為は、この

規則の規定による知事の事務部局総務部総務事務センター長（以下「総務事務センター長」という。）がした認定その

他の行為又は総務事務センター長に対してした届出その他の行為とみなす。

教 育 委 員 会 訓 令

島根県教育委員会訓令第１号

本 庁

県立学校

県立高等学校等の教職員の服務規程（昭和42年島根県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

平成25年８月30日

島根県教育委員会委員長 山 本 弘 正

第１条中「定の」を「定めの」に改める。

第２条第２号中「及び」の次に「法」を加え、同条第４号を削り、同条第５号中「給与等事務システム 給与等事務シ

ステムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則」を「「給与等事務システム」とは、給与等事務システ
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ムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則」に改め、同号を同条第４号とする。

第３条中「、かつ、」を「かつ」に改める。

第５条第２項を削る。

第５条の２第１項中「様式第１号の２」を「様式第１号」に改める。

第６条の２及び第６条の３を削る。

第７条から第９条までを次のように改める。

（代休日等の指定手続）

所属長は、県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する条例（昭和31年島根県条例第36号。以下「教育職第７条

員の休日休暇条例」という。）第４条第１項及び職員の休日及び休暇に関する条例（昭和27年島根県条例第10号。以下

「職員の休日休暇条例」という。）第３条第１項に規定する代休日を代休日指定簿（様式第２号の２）により指定しな

ければならない。

２ 所属長は、職員の勤務時間に関する条例（昭和27年島根県条例第９号。次条第１項において「勤務時間条例」とい

う。）第８条第１項に規定する時間外勤務代休時間を時間外勤務代休時間指定簿（様式第２号の３）により指定しなけ

ればならない。

（深夜勤務又は時間外勤務の制限の請求手続等）

教職員は、勤務時間条例第９条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定による深夜勤務の制第８条

限の請求又は同条第２項若しくは第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定による時間外勤務の制限

の請求をする場合は、深夜勤務・時間外勤務制限請求書（様式第２号の４）を所属長に提出しなければならない。

２ 教職員は、職員の勤務時間に関する規則（平成元年島根県人事委員会規則第５号。以下「勤務時間規則」という。）

第12条第３項（勤務時間規則第13条において準用する場合を含む。）又は第16条第３項（勤務時間規則第17条において

準用する場合を含む。）の規定による届出をする場合は、育児又は介護の状況変更届（様式第２号の５）を所属長に提

出しなければならない。

３ 所属長は、勤務時間規則第11条第２項（勤務時間規則第13条において準用する場合を含む。）若しくは第15条第２項

若しくは第４項（これらの規定を勤務時間規則第17条において準用する場合を含む。）の規定による通知をしたとき又

は育児又は介護の状況変更届の提出を受けたときは、当該通知又は育児又は介護の状況変更届の写しを添えて、遅滞な

く教育長に報告しなければならない。

（休暇の手続）

教職員は、県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する規則（昭和31年島根県人事委員会規則第11号。次第９条

項において「教育職員の休日休暇規則」という。）第９条及び職員の休日及び休暇に関する規則（昭和27年島根県人事

委員会規則第４号。次項において「職員の休日休暇規則」という。）第９条の規定により休暇の届出をし、又は休暇の

許可若しくは承認を受けようとするときは、休暇願簿（様式第３号）に所要事項を記載し、所属長に提出しなければな

らない。

２ 次の各号に掲げる休暇の許可又は承認を受けようとするときは、休暇願簿に所要事項を記載し、当該各号に定める書

類を添えて所属長に提出しなければならない。

⑴ 教育職員の休日休暇条例第７条及び職員の休日休暇条例第６条に規定する公務傷病等による休暇（以下「公務傷病

等休暇」という。） 当該負傷又は疾病が地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき公務上の

もの又は通勤によるものと認定されたことを示す書類及び当該負傷又は疾病に係る医師の診断書

⑵ 教育職員の休日休暇条例第８条及び職員の休日休暇条例第７条に規定する私傷病による休暇（以下「私傷病休暇」

という。）（当該休暇の期間が週休日、休日及び休日の代休日を除いて引き続き６日以内のものであるときを除

く。） 医師の診断書

⑶ 教育職員の休日休暇条例第10条及び職員の休日休暇条例第10条に規定する産前の休暇 医師又は助産師が作成した

出産予定日の証明書
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⑷ 教育職員の休日休暇条例第10条及び職員の休日休暇条例第10条に規定する産後の休暇 出産日の証明書

⑸ 教育職員の休日休暇規則第３条の表第14号の２及び職員の休日休暇規則第３条の表第14号の２に該当する休暇 要

介護者の状態等申出書（様式第３号の２）

⑹ 教育職員の休日休暇規則第３条の表第16号及び職員の休日休暇規則第３条の表第16号に該当する休暇 ボランティ

ア活動計画書（様式第３号の３）

第９条の次に次の１条を加える。

（介護休暇）

教職員は、教育職員の休日休暇条例第12条及び職員の休日休暇条例第12条に規定する介護休暇の承認を受け第９条の２

ようとする場合は、あらかじめ、介護休暇簿（様式第４号）に所要事項を記載し、医師の診断書等を添えて所属長に提

出しなければならない。

２ 教職員は、介護休暇の承認の取消しを申請する場合は、介護休暇簿に所要事項を記載して所属長に提出しなければな

らない。

３ 所属長は、介護休暇を承認したとき又は介護休暇の承認を取り消したときは、介護休暇簿の写しを添えて、翌月10日

までに教育長に報告しなければならない。

第10条を次のように改める。

（休暇の報告）

所属長は、次に掲げる場合には、休暇状況報告書（様式第５号）を教育長に提出しなければならない。第10条

⑴ 引き続き30日以上の公務傷病等休暇を承認したとき。

⑵ 引き続き30日以上の私傷病休暇を承認したとき。

第10条の２から第14条までを削る。

第15条中「第７条、第８条、第10条から第13条まで及び第14条」を「第９条」に、「手続き」を「手続」に改め、同条

を第11条とし、第16条を第12条とし、第16条の２を第13条とし、第16条の３を第14条とする。

第16条の４第１項中「様式第７号の６」を「様式第７号の８」に改め、同条を第15条とし、第16条の５を第16条とす

る。

第18条を削り、第17条を第18条とし、第16条の６を第17条とする。

第21条第２項を削る。

第34条の２第１項中「、第６条の２」を削り、「第８条第１項、第10条第１項、第10条の２、第11条、第12条、第13

条、第13条の２第１項及び第２項、第14条、第16条の２第１項及び第２項」を「第９条、第９条の２第１項及び第２項、

第13条第１項及び第２項」に改め、「、事務職員等にあっては」を削り、同条第４項中「第５条の２第１項、第８条第１

項、第10条第１項、第13条の２第１項及び第２項並びに第16条の２第１項及び第２項」を「第９条の２第１項及び第２項

並びに第13条第１項及び第２項」に改め、「確認、」を削り、「第５条の２第２項、第８条第２項、第10条第２項、第13

条の２第３項及び第16条の２第３項」を「第９条の２第３項及び第13条第３項」に改める。

様式第１号を削る。

様式第１号の２中「 」を「 （第５条の２関係）」に改め、同様式を様式第１号とする。様式第１号の２ 様式第１号

様式第２号の２及び様式第２号の３中「（第６条の２関係）」を「（第７条関係）」に改める。

様式第２号の４及び様式第２号の５中「（第６条の３関係）」を「（第８条関係）」に改める。

様式第３号中「（第７条関係）」を「（第９条関係）」に改め、同様式の次に次の２様式を加える。
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（第９条関係）様式第３号の２

要介護者の状態等申出書

年 月 日

島根県立 学校

,氏 名

１ 要介護者に関する事項

⑴ 氏名

⑵ 教職員との続柄

⑶ 教職員との同居又は別居の別

□同居 □別居

⑷ 介護が必要となった時期

年 月 日

２ 要介護者の状態

３ 備考

注１ 「１⑷ 介護が必要となった時期」については、その時期が請求を行う時から相当以前であること等により

特定できない場合には、日又は月の記載を省略することができる。

２ 「２ 要介護者の状態」には、教職員が要介護者の介護をしなければならなくなった状況が明らかになるよ

うに、具体的に記入する。
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号外第135号 島 根 県 報 平成25年８月30日

（第９条関係）様式第３号の３

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 計 画 書

年 月 日

所 属

氏 名

１ 活動期間

年 月 日から 年 月 日まで

２ 活動の種類

□被災者への支援活動 □社会福祉施設等における活動 □その他

３ 活動場所

施設名等：

所 在 地 ：

電 話： （ ）

４ 具体的な活動内容

５ 仲介団体等（自ら活動主体となって活動を行う団体を含む。）による仲介等の有無及びその団体名

□ 有 □ 無

団 体 名 ：

電 話： （ ）

６ 備考

注１ ３及び４については、当該活動が仲介団体等の仲介等によるものであり、当該仲介団体等により活動内容等

についての証明が得られる場合には、適宜記入を省略して差し支えない。

２ ３については、当該活動場所が支援する相手の居宅である場合には、その者の氏名、住所等を記入するこ

と。

３ ６については、支援する相手の居宅における活動を仲介団体等の仲介等によらないで行う場合に、その者の

状態について記入する。

４ 該当する□には、✓印を記入すること。
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号外第135号 島 根 県 報 平成25年８月30日

様式第４号から様式第６号までを削る。

様式第６号の２中「 」を「 （第９条の２関係）」に改め、同様式を様式第４号とし、同様式様式第６号の２ 様式第４号

の次に次の２様式を加える。
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号外第135号 島 根 県 報 平成25年８月30日

（第10条関係）様式第５号

文 書 番 号

年 月 日

島根県教育委員会教育長 様

島根県立 学校長

氏 名 印

休 暇 状 況 報 告 書

下記のとおり休暇の状況を報告します。

記

氏 名

休 暇 者 職 名

年 齢 （ 歳 ）

休 暇 の 種 類 １ 公 務 傷 病 等 休 暇 ２ 私 傷 病 休 暇 （該当に○印）

合 計既 承 認 年 月 日から 日 間

期 間 年 月 日まで
休暇を承認した期間

日 間今 回 承 年 月 日から 日 間

認 期 間 年 月 日まで

傷 病 名

校 長 の 意 見

（ 私 傷 病 の み ）

備 考

注１ 医師の診断書を添付すること。

２ 校長の意見欄には、校長の確認した病状等を記入すること。
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号外第135号 島 根 県 報 平成25年８月30日

削除様式第６号

様式第６号の３及び様式第６号の４を削る。

様式第12号を次のように改める。

削除様式第12号

附 則

この訓令は、平成25年９月１日から施行する。

教 育 長 訓 令

島根県教育委員会教育長訓令第３号

本 庁

出先機関

県立学校

教育事務決裁規程（昭和45年島根県教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。

平成25年８月30日

島根県教育委員会教育長 今 井 康 雄

第２条第21号を削る。

別表第６中

「

県立学校 １ 県立特別支援学校の入学 １ 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第14条第１項、

に関する事務 第15条第１項、同条第２項及び第16条に規定する通知及び第14

条第２項に規定する指定をすること。

２ 教職員の扶養手当、住居 １ 教職員の扶養親族を認定すること。

手当、通勤手当、単身赴任 ２ 教職員の住居手当の月額を決定すること。

手当、児童手当及び子ども ３ 教職員の通勤手当の月額を決定すること。

手当に関する事務 ４ 教職員の単身赴任手当の月額を決定すること。

５ 教職員の児童手当（特例給付を含む。）及び子ども手当の受

給資格並びにそれらの額を認定すること。

」

を

「

県立学校 １ 県立特別支援学校の入学 １ 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第14条第１項、

に関する事務 第15条第１項、同条第２項及び第16条に規定する通知及び第14

条第２項に規定する指定をすること。

」

に改める。

附 則

この訓令は、平成25年９月１日から施行する。

人 事 委 員 会 規 則
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号外第135号 島 根 県 報 平成25年８月30日

給与等事務システムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成25年８月30日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

島根県人事委員会規則第11号

給与等事務システムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則の一部を改正する規則

給与等事務システムを使用して給与関係手続等を行う場合の特例に関する規則（平成24年島根県人事委員会規則第20

号）の一部を次のように改正する。

別表職員の給与の支給に関する規則（昭和27年島根県人事委員会規則第１号）の項の次に次のように加える。

県立学校の教育職員の給与に関する規 第34条の２ 扶養親族届の届出

則（昭和32年島根県人事委員会規則第 第34条の３第２項 扶養手当台帳への記載

11号） 第35条の８第１項、第36 住居届、通勤届及び単身赴任届の届出

条の３及び第36条の15の

８第１項

第35条の11第１項、第36 住居届、通勤届及び単身赴任届の届出の受理

条の12第１項及び第36条

の15の10第１項

第38条の３ 管理職員特別勤務記録簿の作成及び保管

第48条 産業教育業務従事記録簿の作成及び保管

第51条の２ 定時制・通信制教育業務従事記録簿の作成及び

保管

別表職員の休日及び休暇に関する規則（昭和27年島根県人事委員会規則第４号）の項の次に次のように加える。

県立高等学校等の教育職員の休日及び 第９条第１項 年次有給休暇の期日及び期間の届出

休暇に関する規則（昭和31年島根県人

事委員会規則第11号）

附 則

この規則は、平成25年９月１日から施行する。
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